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平成１６年６月期平成１６年６月期平成１６年６月期平成１６年６月期        個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要個別中間財務諸表の概要 
平成 16 年 2 月 20 日 

 
会 社 名  東新住建株式会社 登録銘柄 

コ ー ド 番 号  １７５４ 本社所在地都道府県 愛知県 

（URL  http：//www.toshinjyuken.co.jp） 

代 表 者  役 職 名 代表取締役社長 

 氏 名 深 川  堅 治 

問合せ先責任者  役 職 名 取締役管理本部長 

 氏 名 飯 野  磨 ＴＥＬ（0587）23－0011 

決算取締役会開催日 平成 16 年 2 月 20 日 中間配当制度の有無     有 

中間配当支払開始日      ―       単元株制度採用の有無 有（1 単元 100 株） 
 
１. １５年１２月中間期の業績（平成１５年７月１日～平成１５年１２月３１日） 

(1) 経営成績 （注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

  百万円     ％  百万円     ％  百万円     ％ 

15 年 12 月中間期 23,358 （   41.1） 647 （ 155.4） 388 （ 162.8） 

14 年 12 月中間期 16,549 （   17.8） 253 （  68.6） 147 （   － ） 

1 5 年 6 月 期 41,571  1,728  1,440  

 

 
中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

1 株 当 た り 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

  百万円     ％ 円      銭 

15 年 12 月中間期 211 （ 390.1） 49 22 

14 年 12 月中間期 43 （   － ） 10 04 

1 5 年 6 月 期 524  114 66 

（注） １．期中平均株式数 15 年 12 月中間期 4,289,540 株  14 年 12 月中間期 4,289,540 株  15 年 6 月期 4,289,540 株 

    ２．会計処理の方法の変更   無 

    ３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 

 1 株当たり中間配当金 1 株当たり年間配当金 

 円   銭      円   銭  

15 年 12 月中間期 0    00  

14 年 12 月中間期 0    00  

1 5 年 6 月 期  20    00 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

15 年 12 月中間期 37,947 3,521 9.3 821 03 

14 年 12 月中間期 25,944 2,937 11.3 684 83 

１ 5 年 6 月 期 35,760 3,422 9.6 790 35 

（注） １．期末発行済株式数 15 年 12 月中間期 4,289,540 株  14 年 12 月中間期 4,289,540 株   

 15 年  6 月期 4,289,540 株 

２．期末自己株式数 15 年 12 月中間期 460 株  14 年 12 月中間期 460 株  15 年 6 月期 460 株 

 
１． １６年６月期の業績予想（平成１５年７月１日～平成１６年６月３０日） 

1 株当たり年間配当金   
売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期   末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通   期 53,000 1,859 809 20  00 20  00 

（参考） 1 株当たり予想当期純利益（通期）  125 円 73 銭 

※１． 上記予想は、本資料の発表日現在において、入手可能な情報に基づき、作成したものであり、実際の業績は、今後様々

な要因により予想数値と異なることがあります。上記業績予想に関する事項は、添付資料の 6 ページをご参照ください。 

※２． 平成 16 年 2 月 20 日に 1：1.5 の株式分割を実施いたしました。なお、1 株当たり予想当期純利益（通期）は、当期首に

株式分割が行われたものと仮定し計算しております。 
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１．中間財務諸表等１．中間財務諸表等１．中間財務諸表等１．中間財務諸表等    
(1).中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 (単位：千円） 

 
前 中 間 会 計 期 間 末 

 
当 中 間 会 計 期 間 末 

前 事 業 年 度 の 
要 約 貸 借 対 照 表 

（平成 14 年 12 月 31 日現在） （平成 15 年 12 月 31 日現在） （平成 15 年 6 月 30 日現在） 

                期  別 
 
 
 
科  目 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比 

( 資 産 の 部 )  ％  ％  ％ 

Ⅰ. 流 動 資 産        

1. 現 金 預 金  5,140,412  6,119,906  6,469,412  

2. 受 取 手 形  －  －  4,940  

3. 完 成 工 事 未 収 入金  98,163  508,364  534,429  

4. 分 譲 不 動 産 売 掛金  1,627,705  2,087,593  3,842,513  

5. 分 譲 用 不 動 産 ※2 2,629,947  6,230,501  4,666,588  

6. 未 成 工 事 支 出 金  875,663  495,857  220,673  

7. 分 譲 不 動 産 仕 掛品 ※2 10,127,221  16,489,606  14,596,629  

8. 材 料 貯 蔵 品  107,166  105,638  113,807  

9. そ の 他 ※5 1,068,974  1,492,496  1,192,643  

貸 倒 引 当 金  △3,370  △8,030  △6,043  

 流 動 資 産 合 計  21,671,884 83.5 33,521,934 88.3 31,635,595 88.5 

Ⅱ. 固 定 資 産        

(1) 有 形 固 定 資 産 ※1       

1. 建 物 ※2 945,967  938,786  884,114  

2. 土 地 ※2 2,274,132  1,957,126  1,917,987  

3. そ の 他 ※2 194,657  322,585  214,766  

 有 形 固 定 資 産 合計  3,414,758 13.2 3,218,498 8.5 3,016,868 8.4 

(2) 無 形 固 定 資 産  63,722 0.2 66,133 0.2 65,523 0.2 

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産  860,836  1,183,339  1,081,020  

貸 倒 引 当 金  △66,300  △42,202  △38,200  

投 資 そ の 他 の
資 産 等 合 計

 794,536 3.1 1,141,136 3.0 1,042,820 2.9 

 固 定 資 産 合 計  4,273,016 16.5 4,425,768 11.7 4,125,211 11.5 

 資 産 合 計  25,944,901 100.0 37,947,702 100.0 35,760,807 100.0 
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  (単位：千円) 

 
前 中 間 会 計 期 間 末 

 
当 中 間 会 計 期 間 末 

前 事 業 年 度 の 
要 約 貸 借 対 照 表 

（平成 14 年 12 月 31 日現在） （平成 15 年 12 月 31 日現在） （平成 15 年 6 月 30 日現在） 

                期  別 
 
 
 
科  目 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額 構成比 

( 負 債 の 部 )  ％  ％  ％ 

Ⅰ. 流 動 負 債        

1. 支 払 手 形  1,918,087  3,376,823  3,992,740  

2. 工 事 未 払 金  2,945,862  5,390,113  5,981,929  

3. 買 掛 金  76,640  116,009  106,722  

4. 短 期 借 入 金 ※2 11,184,650  18,756,557  14,617,625  

5.
1 年 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金

※2 1,632,201  892,900  1,545,100  

6. 1 年内償還予定社債 ※2 40,000  40,000  60,000  

7. 未 払 法 人 税 等  7,632  82,724  672,059  

8. 未 成 工 事 受 入 金  1,201,209  732,691  440,317  

9. 分 譲 不 動 産 前 受 金  154,356  188,209  393,265  

10. 完成工事補償引当金  52,597  66,876  56,534  

11. 賞 与 引 当 金  132,686  135,825  138,662  

12. そ の 他 ※5 1,523,392  1,966,401  1,988,891  

 流 動 負 債 合 計  20,869,316 80.4 31,745,131 83.6 29,993,847 83.9 

Ⅱ. 固 定 負 債        

1. 社 債  －  990,000  160,000  

2. 長 期 借 入 金 ※2 1,204,334  435,350  939,050  

3. 退 職 給 付 引 当 金  128,268  149,915  137,474  

4. 役員退職慰労引当金  －  279,246  270,072  

5. そ の 他  805,387  826,229  837,842  

 固 定 負 債 合 計  2,137,989 8.2 2,680,741 7.1 2,344,438 6.5 

 負 債 合 計  23,007,306 88.7 34,425,872 90.7 32,338,286 90.4 

( 資 本 の 部 )       

Ⅰ. 資 本 金  346,390 1.3 600,000 1.6 600,000 1.7 

Ⅱ. 資 本 剰 余 金        

1. 資 本 準 備 金  260,390  6,780  6,780  

資 本 剰 余 金 合 計  260,390 1.0 6,780 0.0 6,780 0.0 

Ⅲ. 利 益 剰 余 金        

1. 利 益 準 備 金  86,597  143,220  86,597  

2. 任 意 積 立 金  1,500,000  2,200,000  1,500,000  

3. 中間（当期）未処分利益  746,248  563,726  1,227,300  

利 益 剰 余 金 合 計  2,332,845 9.0 2,906,946 7.7 2,813,898 7.9 

Ⅳ. 
その他有価証券 
評 価 差 額 金  △1,741 △0.0 8,394 0.0 2,132 0.0 

Ⅴ. 自 己 株 式  △289 △0.0 △289 △0.0 △289 △0.0 

資 本 合 計  2,937,594 11.3 3,521,830 9.3 3,422,521 9.6 

負 債 資 本 合 計  25,944,901 100.0 37,947,702 100.0 35,760,807 100.0 
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② 中間損益計算書 （単位：千円） 

 
前 中 間 会 計 期 間 

 
当 中 間 会 計 期 間 

前 事 業 年 度 の 
要 約 損 益 計 算 書 

平成14 年 7 月 1 日から 
平成14 年12 月 31日まで 

平成15 年 7 月 1 日から 
平成15 年12 月 31日まで 

平成14 年 7 月 1 日から 
平成15 年 6 月 30 日まで 

                 期  別 

 

 

 

科  目 金     額 百分比 金     額 百分比 金     額 百分比 

   ％  ％  ％ 

Ⅰ. 売 上 高        

1. 完 成 工 事 高  2,646,798  2,963,227  7,037,047  

2. 分 譲 不 動 産 売 上 高  12,522,537  19,063,022  31,882,133  

3. 兼 業 事 業 売 上 高  1,380,219  1,332,265  2,652,068  

売 上 高 計  16,549,556 100.0 23,358,514 100.0 41,571,248 100.0 

Ⅱ. 売 上 原 価        

1. 完 成 工 事 原 価  2,057,344  2,433,037  5,701,504  

2. 分譲不動産売上原価  10,198,013  15,715,406  25,915,856  

3. 兼 業 事 業 売 上 原 価  1,377,510  1,368,950  2,677,675  

 売 上 原 価 計  13,632,868 82.4 19,517,394 83.6 34,295,036 82.5 

売 上 総 利 益        

 完 成 工 事 総 利 益  589,454  530,189  1,335,543  

 分 譲 不 動 産 総 利 益  2,324,524  3,347,615  5,966,276  

 
兼 業 事 業 総 利 益
（ △ は 損 失 ）

 2,709  △36,684  △25,607  

 売 上 総 利 益 計  2,916,687 17.6 3,841,120 16.4 7,276,212 17.5 

Ⅲ. 
販 売 費 及 び 
一 般 管 理 費  2,662,961 16.1 3,193,196 13.6 5,547,720 13.3 

営 業 利 益  253,725 1.5 647,923 2.8 1,728,492 4.2 

Ⅳ. 営 業 外 収 益 ※1 34,979 0.2 58,848 0.3 83,784 0.2 

Ⅴ. 営 業 外 費 用 ※2 140,991 0.8 318,655 1.4 371,767 0.9 

 経 常 利 益  147,714 0.9 388,116 1.7 1,440,509 3.5 

Ⅵ. 特 別 利 益 ※3 887 0.0 157 0.0 1,109 0.0 

Ⅶ. 特 別 損 失 ※4 30,746 0.2 5,630 0.1 375,490 0.9 

 
税 引 前 中 間
( 当 期 ) 純 利 益

 117,855 0.7 382,643 1.6 1,066,128 2.6 

 
法 人 税 、 住 民 税
及 び 事 業 税

 2,101 0.0 68,988 0.3 668,701 1.6 

 法 人 税 等 調 整 額  72,675 0.4 102,516 0.4 △126,703 △0.3 

 中間（当期 ）純利益  43,078 0.3 211,138 0.9 524,130 1.3 

 前 期 繰 越 利 益  703,169  352,587  703,169  

 
中 間 （ 当 期 ）
未 処 分 利 益

 746,248  563,726  1,227,300  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

期  別 

 

項  目 

前 中 間 会 計 期 間 

平成14 年 7 月 1 日から 

平成14 年12 月 31日まで 

当 中 間 会 計 期 間 

平成15 年 7 月 1 日から 

平成15 年12 月 31日まで 

前 事 業 年 度 

平成14 年 7 月 1 日から 

平成15 年 6 月 30 日まで 

１． 資産の評価基準及び評

価方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価

法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法（評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

移動平均法による

原価法 

(2) 棚卸資産 

分譲用不動産、未成工

事支出金、分譲不動産

仕掛品 

個別法による原価法 

原材料 

移動平均法による原価

法 

貯蔵品 

最終仕入原価法による

原価法 

 

(1) 有価証券 

子会社株式 

同     左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同     左 

 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同     左 

 

(2) 棚卸資産 

分譲用不動産、未成工

事支出金、分譲不動産

仕掛品 

同     左 

原材料 

同     左 

 

貯蔵品 

同     左 

(1) 有価証券 

子会社株式 

同     左 

 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算出 

 

時価のないもの 

同     左 

 

(2) 棚卸資産 

分譲用不動産、未成工

事支出金、分譲不動産

仕掛品 

同     左 

原材料 

同     左 

 

貯蔵品 

同     左 

２． 固定資産の減価償却の

方法 

 

 

 

 

 

 

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成 10 年 4

月 1 日以降に取得した

建物（建物附属設備を除

く）は、定額法を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数

は、以下のとおりでありま

す。 

建物 2 年～50 年 

(2) 無形固定資産 

定額法 

(1) 有形固定資産 

同     左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

同     左 

(1) 有形固定資産 

同     左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

同     左 
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期  別 

 

項  目 

前 中 間 会 計 期 間 

平成14 年 7 月 1 日から 

平成14 年12 月 31日まで 

当 中 間 会 計 期 間 

平成15 年 7 月 1 日から 

平成15 年12 月 31日まで 

前 事 業 年 度 

平成14 年 7 月 1 日から 

平成15 年 6 月 30 日まで 

３． 引当金の計上基準 

 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回

収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

(2) 完成工事補償引当金 

完成工事に係る補償支

出に備えるため、将来の見

積補償額を計上しておりま

す。 

(3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払い

に備えるため、当中間会計

期間に負担すべき支給見

込額を計上しております。 

（追加情報） 

従来、夏期賞与の支給対

象期間を前年 11 月 21 日か

ら 5 月 20 日、冬期賞与の支

給対象期間を 5 月 21 日か

ら 11 月 20 日までとしており

ましたが、当期より各々、前

年 10 月 1 日から 3 月 31 日

と 4 月 1 日から 9 月 30 日ま

でと変更しました。当期変更

に伴い従来の支給対象期間

によった場合と比較し、賞与

引当繰入額が、73,714 千円

多く、売上純利益は 13,180

千円、営業利益、経常利

益、税引き前当期純利益は

それぞれ 67,213 千円少なく

計上されております。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認めら 

(1) 貸倒引当金 

同     左 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 完成工事補償引当金 

同     左 

 

 

 

(3) 賞与引当金 

同     左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 退職給付引当金 

同     左 

 

 

 

(1) 貸倒引当金 

同     左 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 完成工事補償引当金 

同     左 

 

 

 

(3) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払い

に備えるため、当事業年度

に負担すべき支給見込額

を計上しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務および

年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。 

なお、会計基準変更時差 
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期  別 

 

項  目 

前 中 間 会 計 期 間 

平成14 年 7 月 1 日から 

平成14 年12 月 31日まで 

当 中 間 会 計 期 間 

平成15 年 7 月 1 日から 

平成15 年12 月 31日まで 

前 事 業 年 度 

平成14 年 7 月 1 日から 

平成15 年 6 月 30 日まで 

 れる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時

差異（17,933 千円）につい

ては、3 年による按分額を

費用処理しております。 

また、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数（5 年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用

処理しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

異（17,933 千円）について

は、3 年による按分額を費

用処理しております。 

また、数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数（5 年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用

処理しております。 

 

 

 (5) 役員退職慰労引当金 (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基

づく中間会計期間末要支

給額を計上しております。 

（会計方針の変更） 

役員退職慰労金の会計

処理につき、従来は支出時

に費用処理しており、前中

間会計期間においても支出

時に費用処理しておりました

が、前事業年度において役

員退職慰労金の内規が整備

されたことから、役員の在任

期間にわたって費用配分す

ることにより、期間損益の適

正化および財務内容の健全

化を図るために、内規に基

づく期末要支給額を役員退

職慰労引当金として計上す

る方法に変更することになり

ました。 

この結果、前中間会計期

間に変更を行なった場合に

比べ、前中間会計期間の税

引前中間純利益は 261,644

千円多く計上されておりま

す。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

役員退職慰労金の会計

処理につき、従来は支出時

に費用処理しておりました

が、当事業年度から内規に

基づく期末要支給額を役員

退職慰労引当金として計上

する方法に変更いたしまし

た。この変更は、役員退職慰

労金の内規が整備されたこ

とから、役員の在任期間に

わたって費用配分することに

より、期間損益の適正化およ

び財務内容の健全化を図る

ためのものであります。この

変更に伴い、当事業年度発

生額 16,501 千円は「販売費

及び一般管理費」に計上し、

過年度相当額 253,571 千円

は「特別損失」に計上してお

ります。この結果、前事業年

度と同一の基準によった場

合に比べ、営業利益および

経常利益は 16,501 千円、税

引前当期純利益は 270,072

千円それぞれ少なく計上さ 
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期  別 

 

項  目 

前 中 間 会 計 期 間 

平成14 年 7 月 1 日から 

平成14 年12 月 31日まで 

当 中 間 会 計 期 間 

平成15 年 7 月 1 日から 

平成15 年12 月 31日まで 

前 事 業 年 度 

平成14 年 7 月 1 日から 

平成15 年 6 月 30 日まで 

   れております。なお、この変

更を当下期より行うのは、内

規の整備が下期になされた

ためであります。従って、当

中間会計期間は従来と同一

の方法によっており、当中間

会計期間に変更を行なった

場合に比べ、税引前中間純

利益は 261,644 千円多く計

上されております。 

 

４． 外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。 

 

 

５． リース取引の処理方法 

 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 
 

同     左 同     左 

６． その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 

(1) 消費税等の会計処理 

① 税抜方式によっており

ます。 

② 棚卸資産に係る控除対

象外消費税等は、当中間

期の期間費用として処理

しております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同     左 

(1) 消費税等の会計処理 

① 税抜方式によっており

ます。 

② 棚卸資産に係る控除対

象外消費税は、発生事業

年度の期間費用として処

理しております。 

(2) 自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計

基準 

「自己株式及び法定準備

金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準第 1

号）が平成 14 年 4 月 1 日

以後に適用されることにな

ったことに伴い、当事業年

度から同会計基準によって

おります。これによる当事業

年度の損害に与える影響

はありません。 
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期  別 

 

項  目 

前 中 間 会 計 期 間 

平成14 年 7 月 1 日から 

平成14 年12 月 31日まで 

当 中 間 会 計 期 間 

平成15 年 7 月 1 日から 

平成15 年12 月 31日まで 

前 事 業 年 度 

平成14 年 7 月 1 日から 

平成15 年 6 月 30 日まで 

   なお、財務諸表等規則の

改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の資本

の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成

しております。 

   (3) 1 株当たり情報 

1 株当たりの情報の算定

に当っては、当事業年度よ

り「1 株当たり当期純利益に

関する会計基準」（企業会

計基準第 2 号）、および「1

株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第

4 号）を適用しております。 
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注記事項 
 （中間貸借対照表関係） 

前 中 間 会 計 期 間 末 

（平成 14 年 12 月 31 日現在） 

当 中 間 会 計 期 間 末 

（平成 15 年 12 月 31 日現在） 

前 事 業 年 度 末 

（平成 15 年 6 月 30 日現在） 

※１． 有形固定資産の減価償却累計額 

1,335,216 千円 

 

※２． 担保に供している資産およびこれ

に対応する債務は、次のとおりであ

ります。 

(1) 担保に供している資産 

※１． 有形固定資産の減価償却累計額 

1,107,551 千円 

 

※２． 担保に供している資産およびこれ

に対応する債務は、次のとおりであ

ります。 

(1) 担保に供している資産 

※１． 有形固定資産の減価償却累計額 

1,044,366 千円 

 

※２． 担保に供している資産およびこれ

に対応する債務は、次のとおりであ

ります。 

(1) 担保に供している資産 

分譲用不動産 

分譲不動産仕掛品 

建 物 

土 地 

計 

1,123,011 

7,870,753 

585,478 

1,807,479 

11,386,722 

千円 分譲用不動産 

分譲不動産仕掛品 

建 物 

土 地 

有形固定資産その他 

計 

2,083,191 

11,880,431 

472,699 

1,598,580 

59,625 

16,094,528 

千円 分譲用不動産 

分譲不動産仕掛品 

建 物 

土 地 

有形固定資産その他 

計 

1,966,652 

11,571,401 

468,123 

1,559,441 

50,000 

15,615,619 

千円 

（注） 上記のうち、土地 75,539 千円

が、関係会社である株式会社

ブルーボックスの銀行借入の

担保となっております。 

 

(2) 上記に対応する債務 

（注） 上記のうち、土地 75,539 千円

が、関係会社である株式会社

ブルーボックスの銀行借入の

担保となっております。 

 

(2) 上記に対応する債務 

（注） 上記のうち、土地 75,539 千円

が、関係会社である株式会社

ブルーボックスの銀行借入の

担保となっております。 

 

(2) 上記に対応する債務 
短 期 借 入 金 

1 年内返済予定長期借入金 

1 年内償還予定社債 

長 期 借 入 金 
計 

9,265,550 

1,455,801 

40,000 

1,128,334 

11,889,685 

千円 短 期 借 入 金 

1 年内返済予定長期借入金 

長 期 借 入 金 
計 

17,077,657 

816,900 

435,350 

18,329,907 

千円 短 期 借 入 金 

1 年内返済予定長期借入金 

1 年内償還予定社債 

長 期 借 入 金 
計 

14,274,427 

1,402,400 

20,000 

916,050 

16,612,877 

千円 

 

３． 債務保証 

(1) 関係会社の金融機関からの借入

金に対し、次のとおり債務保証を行

っております。 

 

３． 債務保証 

(1) 関係会社の金融機関からの借入

金に対し、次のとおり債務保証を行

っております。 

 

３． 債務保証 

(1) 関係会社の金融機関からの借入

金に対し、次のとおり債務保証を行

っております。 

株式会社ﾌﾞﾙｰﾎﾞｯｸｽ 

株式会社ﾊｲﾄｽ三河 

105,752 

16,974 

千円 株式会社ﾌﾞﾙｰﾎﾞｯｸｽ 

 

76,374 千円 株式会社ﾌﾞﾙｰﾎﾞｯｸｽ 

株式会社ﾊｲﾄｽ三河 

72,639 

7,068 

千円 

計 122,726   計 79,707 

 

(2) 住宅購入者に対する金融機関の

融資について、次のとおり債務保証

を行っております。 

 

(2) 住宅購入者に対する金融機関の

融資について、次のとおり債務保証

を行っております。 

 

(2) 住宅購入者に対する金融機関の

融資について、次のとおり債務保証

を行っております。 

住 宅 購 入 者 2,210,300 千円 住 宅 購 入 者 3,407,500 千円 住 宅 購 入 者 4,910,090 千円 

なお、住宅購入者に係る保証

は、公的資金が実行されるまでの

金融機関に対する一時的な債務保

証であります。 

 

同     左 同     左 
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前 中 間 会 計 期 間 末 

（平成 14 年 12 月 31 日現在） 

当 中 間 会 計 期 間 末 

（平成 15 年 12 月 31 日現在） 

前 事 業 年 度 末 

（平成 15 年 6 月 30 日現在） 

４． 当座貸越契約（借手側） 

当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行と当座貸越契

約を締結しております。契約に基づ

く当中間会計期間末の借入実実行

残高は次のとおりであります。 

４． 当座貸越契約（借手側） 

当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行と当座貸越契

約を締結しております。契約に基づ

く当中間会計期間末の借入実実行

残高は次のとおりであります。 

４． 当座貸越契約（借手側） 

当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行と当座貸越契

約を締結しております。契約に基づ

く当事業年度末の借入実実行残高

は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 

借入実行残高 

差 引 額 

50,000 

－ 

50,000 

 

千円 当座貸越極度額 

借入実行残高 

差 引 額 

50,000 

－ 

50,000 

千円 当座貸越極度額 

借入実行残高 

差 引 額 

50,000 

－ 

50,000 

千円 

※５． 消費税等の取扱い 

仮払消費税等と仮受消費税等

は、相殺のうえ流動負債の部の「そ

の他」に含めて表示しております。 

 

※５． 消費税等の取扱い 

仮払消費税等と仮受消費税等

は、相殺のうえ流動資産の部の「そ

の他」に含めて表示しております。 

５．  

 

 （中間損益計算書関係）                                                

前 中 間 会 計 期 間 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 14 年 12 月 31 日まで 

当 中 間 会 計 期 間 

平成 15 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 12 月 31 日まで 

前 事 業 年 度 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 6 月 30 日まで 

※１． 営業外収益のうち主要なもの ※１． 営業外収益のうち主要なもの ※１． 営業外収益のうち主要なもの 

受 取 利 息 

受 取 手 数 料 

772 千円 

27,317 千円 

受 取 利 息 

受 取 手 数 料 

2,118 千円 

33,026 千円 

受 取 利 息 

受 取 手 数 料 

1,930 千円 

58,697 千円 

 

※２． 営業外費用のうち主要なもの 

 

※２． 営業外費用のうち主要なもの 

 

※２． 営業外費用のうち主要なもの 

支 払 利 息 

棚卸資産評価損 

135,866 千円 

4,685 千円 

支 払 利 息 259,762 千円 支 払 利 息 

棚卸資産評価損 

340,295 千円 

21,631 千円 

 

※３． 特別利益のうち主要なもの 

 

※３． 特別利益のうち主要なもの 

 

※３． 特別利益のうち主要なもの 

車両運搬具売却益 887 千円 車両運搬具売却益 157 千円 車両運搬具売却益 1,109 千円 

 

※４． 特別損失のうち主要なもの 

 

４．  

 

※４． 特別損失のうち主要なもの 

建 物 売 却 損 

土 地 売 却 損 

役員退職慰労金 

60,545 千円 

14,035 千円 

19,319 千円 

投資有価証券評価損 

役員退職慰労金 

貸倒引当金繰入額 

5,270 千円 

19,319 千円 

5,800 千円 

  

過年度役員退職慰
労引当金繰入額 

253,571 千円 

 

５． 減価償却実施額 

 

５． 減価償却実施額 

 

５． 減価償却実施額 

有 形固 定資産 

無 形固 定資産 

70,357 千円 

6,142 千円 

有 形固 定資産 

無 形固 定資産 

69,996 千円 

7,770 千円 

有 形固 定資産 

無 形固 定資産 

150,031 千円 

13,035 千円 
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 （リース取引関係） 

前 中 間 会 計 期 間 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 14 年 12 月 31 日まで 

当 中 間 会 計 期 間 

平成 15 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 12 月 31 日まで 

前 事 業 年 度 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 6 月 30 日まで 

１． リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および中間期

末残高相当額 

１． リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および中間期

末残高相当額 

１． リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額および期末残

高相当額 

  
取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累計額相当 額 

中 間 期 末 
残高相当額 

   
取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累計額相当 額 

中 間 期 末 
残高相当額 

   
取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累計額相当 額 

期 末 
残高相当額 

 

  千円 千円 千円    千円 千円 千円    千円 千円 千円  

 
有形固定資産
の そ の 他 

 
126,772 

 
56,426 

 
70,346 

  
有形固定資産
の そ の 他 

104,010 54,253 49,757   
有形固定資産
の そ の 他 

 
106,326 

 
48,907 

 
57,419 

 

 無形固定資産 78,206 28,746 49,460   無形固定資産 120,902 49,934 70,968   無形固定資産 113,221 37,754 75,466  

 合 計 204,978 85,172 119,806  合 計 224,913 104,187 120,725  合 計 219,547 86,661 132,885  

（注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当

額 

（注） 同      左 

 

 

 

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当

額 

（注） 取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

1 年 内 39,299 千円 1 年 内 44,882 千円 1 年 内 44,473 千円 

1 年 超 80,507 1 年 超 75,843  1 年 超 88,412 

計 119,806 計 120,725  計 132,885 

（注） 未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

 

(3) 支払リース料および減価償却費相

当額 

（注） 同      左 

 

 

 

 

 

 

(3) 支払リース料および減価償却費相

当額 

（注） 未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

 

(3) 支払リース料および減価償却費相

当額 

支払リース料 19,171 千円 支払リース料 23,190 千円 支払リース料 41,335 千円 

減価償却費相当額 19,171  減価償却費相当額 23,190  減価償却費相当額 41,335  

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっておりま

す。 

 

２． ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾘｰｽ取引（借主側） 

未経過リース料 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同      左 

 

 

 

 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同      左 

 

 

 

 

1 年 内 118 千円       

1 年 超 －       

計 118       
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 （有価証券関係） 
前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても子会社株式および関連会社株式で時価のあ

るものはありません。    

 

 （重要な後発事象） 

前 中 間 会 計 期 間 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 14 年 12 月 31 日まで 

当 中 間 会 計 期 間 

平成 15 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 12 月 31 日まで 

前 事 業 年 度 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 6 月 30 日まで 

（会社分割による首都圏ザ・借家事業部

門の分社化について） 

当社は、平成 14 年 10 月 8 日開催

の取締役会において、当社の首都圏

ザ・借家事業部門につき平成 15 年 1

月 1 日を期日として会社分割（簡易分

割）し、子会社である株式会社東新ハ

イトスに承継することを決定いたしまし

た。 

１． 会社分割の目的 

市場の大きい首都圏において、借家

事業のさらなる事業展開を図り、より一

層の経営効率化と販売エリアの拡大を

推進するためであります。 

２． 分割方式 

分当社の首都圏ザ・借家事業部門

を分社化し、株式会社東新ハイトスを

承継会社とする分社型吸収分割（簡易

分割） 

３． 株式の割当 

当社に、株式会社東新ハイトス株式

400 株（発行株式すべて）を割当て交

付いたしました。 

４． 分割する事業部門の内容 

(1) 首都圏ザ・借家事業部門の内容 

首都圏における賃貸住宅商品

「ザ・借家」の販売 

(2) 首都圏ザ・借家事業部門の平成

14 年 6 月期における経営成績 

売上高 2,083 百万円 

売上総利益 547 百万円 

営業利益 132 百万円 

経常利益 132 百万円 

５． 分割後の承継会社の概要 

(1) 商号 

株式会社東新ハイトス 

(2) 本店所在地 

東京都中央区京橋三丁目 7 番 5

号 

(3) 代表者 

代表取締役社長  深川 堅治 

（株式分割について） 

平成 15 年 11 月 25 日開催の当社

取締役会の決議に基づき、次のように

株式分割による新株式を発行しており

ます。 

１． 平成 16 年 2 月 20 日をもって普通

株式 1 株につき 1.5 株に分割します。 

(1) 分割により増加する株式数 

普通株式 2,145,000 株 

(2) 分割方法 

平成 15 年 12 月 31 日［ただし、当

日は名義書換代理人の休業日につ

き、実質上は平成 15 年 12 月 30

日］最終の株主名簿及び実質株主

名簿に記載された株主の所有株式

数を、1 株につき 1.5 株の割合をもっ

て分割します。 

２． 配当起算日 

平成 16 年 1 月 1 日 

当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の前中間会計期間及

び前事業年度における 1 株当たり情

報並びに当期首に行われたと仮定した

場合の当中間会計期間における 1 株

当たり情報は、それぞれ以下のとおりと

なります。 

前中間会
計 期 間 

当中間会
計 期 間 

前 事 業 
年 度 

1 株当たり
純資産額 

1 株当たり
純資産額 

1 株当たり
純資産額 

456.55 円 547.35 円 526.90 円 

1 株当たり
中間純利
益 

1 株当たり
中間純利
益 

1 株当たり
当期純利
益 

6.70 円 32.81 円 76.44 円 

潜在株式
調整後 1
株 当 た り
中間純利
益 

潜在株式
調整後 1
株 当 た り
中間純利
益 

潜在株式
調整後 1
株 当 た り
当期純利
益 

－ 円 － 円 － 円 
 

（私募債発行について） 

当社は、平成 15 年 8 月 29 日開催

の取締役会において、以下のとおり、

私募債の発行について、決議いたしま

した。 

１． 社債の名称 東新住建株式会社

第 3 回無担保社債 

 （株式会社 UFJ 銀行

保証付および適格

期間投資家限定） 

２． 発行総額 金 850,000 千円 

３． 各社債の金額 金 50,000 千円の一

種 

４． 社債券の形式 無記名式 

５． 発行価額 額面 100 円につき

金 99 円 46 銭 

６． 償還金額 額面 100 円につき

金 100 円 

７． 利率 無利息 

８． 償還期限 平成 17 年 3 月 25

日に全額を一括償

還する。 

９． 払込期日 平成 15 年 9 月 25

日 

10． 担保 無担保 

11． 資金使途 事業資金に全額充

当する。 
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前 中 間 会 計 期 間 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 14 年 12 月 31 日まで 

当 中 間 会 計 期 間 

平成 15 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 12 月 31 日まで 

前 事 業 年 度 

平成 14 年 7 月 1 日から 

平成 15 年 6 月 30 日まで 

(4) 資本金 

30,000 千円 

(5) 株主資本 

24,485 千円 

(6) 総資産 

1,019,717 千円 

(7) 従業員数 

66 名 

 

  

 
 


